民放ラジオ難聴解消支援事業・整備計画書

	申　請　主　体
	

	
	申請主体名
	株式会社○○放送

	
	代表団体の長名
	代表取締役社長　総務　太郎

	
	担当者
連絡先
	○○部○○部長　総務一郎
電話：XXX-XXXX-XXXX、メール：********@++++.jp

	開　設　目　的
	

	
	□　都市型難聴対策事業
□　外国波混信対策事業
□　地理的・地形的難聴対策事業

	補助事業のスケジュール
	記入例：
　令和○年〇月　無線局免許申請
　令和○年〇月　無線局免許
　令和○年〇月　工事着工
　令和○年〇月　工事完了
　令和○年〇月　事業完了

	提　出　資　料
	

	
	（１）交付申請の直近年度の財務諸表（過去５年分）
（２）申請者の直近年度のラジオ放送事業に係る収支の状況を示す資料（過去５年分）
（３）申請者の直近年度（過去５年分）ラジオ放送事業に係る収支が赤字である場合、収支の改善や経営基盤の強化に向けた取組状況及び交付申請がこれらの取組の障害にならないことを示す資料
参考３－１　　ラジオ放送事業に係る事業収支見込を示す資料
参考３－２　　放送事業全体での事業収支見込
参考３－３　　申請者の2033年度までのラジオ放送事業に係る収支見込を示す資料

※（１）～（３）については、申請者が特定地上基幹放送事業者等以外である場合は提出不要。
※ 参考３－３については、FM補完中継局以外の中継局を整備する場合は省略可。
（４）補助金の交付を受けて整備中継局が補完する地上基幹放送局の放送区域内の難聴の発生状況を原則として１キロメートル（250メートル）四方のメッシュ単位で示す資料等
（５）補助金の交付を受けて整備中継局の空中線電力が難聴の解消のために必要最小のものであることを示す資料
（６）補助金の交付を受けて整備しようとする無線設備等の共同設置に関する状況を示す資料（無線設備等の共同設置を行わない場合は、共同設置に関する検討状況を示す資料その他共同設置が困難であることを示す資料）
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